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７重高監第 11号 

監  査  公  表 

令和５年度の定期監査の結果に基づき，又は当該監査の結果を参考として措置を講じた旨の通知が高

知市長からあったので，地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14 項の規定により，次のとお

り公表する。 

令和７年５月 30日 

高知市監査委員 細 川 哲 也  

高知市監査委員 金 子     努  

高知市監査委員 長 尾 和 明  

高知市監査委員 浜 口 佳寿子  

 

令和５年度の定期監査の指摘事項等に対する措置等の状況は，下記のとおりである。 

記 

指摘事項 措置状況 

総務部契約課 

３ 特記事項 

⑴ 検査事務について 

物品購入及び業務委託等における検査事務

（以下「検査事務」という。）について，事務

手続上の軽微な誤りとして「指導事項」とはし

ているものの，次のような事態が多数見受けら

れた。 

ア 50万円を超えない業務委託等における検

査履行確認において，請求書や納品書等の余

白に検査検収日の記載や検査職員の署名又

は押印がないもの 

イ 業務委託契約において，週休日に勤務して

いないにもかかわらず，検査調書の検査日及

び業務完了届等の受理日が週休日となって

いるもの 

ウ 業務委託契約において，業務完了届等に仕

様書で定める業務の実施内容が適切に記載

されていないもの 

 

検査事務は，地方自治法施行令（昭和22年政

令第16号）第167条の15の規定及び契約課の定

める「物品購入及び業務委託等検査事務取扱要

領（平成24年１月１日制定）」に基づき，契約

額にかかわらず確実に行わなければならない

とされている。 

総務部契約課 

３ 特記事項 

⑴ 検査事務について 

令和６年度実施の庶務・会計実務研修資料

において，検査事務に係る記載内容を一部追

加・修正し，研修にて当該箇所の説明を行い

ました。 

引き続き，適正な事務執行が図られるよ

う，研修等を通じ各課に対し周知徹底を行い

ます。 
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指摘事項 措置状況 

契約額50万円以上の検査事務は検査調書を

作成して実施されているが，同50万円を超えな

い場合は，令和５年４月からの新財務会計シス

テムの運用開始に伴い，契約相手方から提出さ

れた請求書や納品書等の余白に検査職員が日

付の記載と署名又は押印を行う方法に変更さ

れている。また，業務完了届等の受理日は受理

した日，検査日は実際に検査した日であり，契

約相手方から業務完了届等が提出された後，検

査職員が契約書，仕様書及び設計書その他の関

係書類に基づいて行わなければならない。 

物品購入及び業務委託等における検査事務

については，関係法令，契約課通知，「日常業

務のてびき」などに基づき，より適正な事務執

行に努めるとともに，契約課においては，より

適正な事務執行が図られるよう各課等に周知

徹底等されたい。 

総務部文書法制課 

３ 特記事項 

⑵ 公印の審査及び照合について 

公印の審査及び照合について，事務手続上の

軽微な誤りとして「指導事項」とはしているも

のの，次のような事態が多数見受けられた。 

ア 公印の申請者と公印の審査及び照合をす

る者が同一人となっているもの 

イ 公印使用簿に施行回数を全く記載してい

ないもの 

ウ 例文決裁簿の公印審査欄に審査に係る押

印がないもの 

エ 公印押印日に審査者が公印の押印申請に

係る審査及び照合を行っていないもの 

 

公印の審査及び照合については，公印規則第

10条の規定により，公印を押印しようとする者

は，公印の押印申請については，押印を必要と

する文書及び決裁文書その他必要書類を管守

者又は取扱責任者（管守者及び取扱責任者が不

在の場合は，これらに準ずる者）に提示し，そ

の審査及び照合を受けなければならないとさ

総務部文書法制課 

３ 特記事項 

⑵ 公印の審査及び照合について 

公印の棚卸の時期に合わせて全庁的な通

知（令和６年７月18日付け６文法第70号「公

印の審査及び照合に関する適正な事務執行

について（通知）」）を行いました。 

併せてJOSSキャビネット（ルート/日常業

務のてびき/マニュアル・通知集/通知集/文

書法制課/公印の審査及び照合に関する適正

な事務執行について）に当該通知を格納して

おります。令和７年度以降も，公印の棚卸（毎

年７月頃）の時期に合わせて全庁的な周知を

行うこととします。 

また，研修などを通して適切な事務執行が

図られるように周知を行います。 
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指摘事項 措置状況 

れている。 

公印の審査及び照合については，関係法令，

文書法制課通知，「日常業務のてびき」などに

基づき，より適正な事務執行に努めるととも

に，文書法制課においては，より適正な事務執

行が図られるよう，各課等に周知徹底等された

い。 

出納課 

３ 特記事項 

⑶ 支払遅延について 

印刷製本費の支出について，支払遅延となっ

ていた事態が見受けられた。 

本件は，財務会計システム上の支出命令に当

たり，内容の不備により出納課から同システム

上で二度の差戻しがあったところ，二度目の差

戻しに気付かず，契約相手方から連絡を受ける

まで未処理のままとなり，支払期限から17日支

払遅延となったものである。 

支払時期については，政府契約の支払遅延防

止等に関する法律第14条の規定により準用す

る同法第６条の規定によれば，工事代金を除く

給付の対価の支払は30日以内の日（約定期間）

としなければならず，支払遅延となり契約相手

方から債権を放棄する意思表示がない限りは，

同法第８条の規定により計算した遅延利息の

額（100円未満切捨て）を支払うこととなる。 

本件は，契約金額が少額であったこと，また，

契約相手方からの連絡を契機に支払が未処理

であることに比較的早期に気付いたため，結果

として遅延利息を支払う必要はなかったもの

の，公金の事故につながる事態も懸念されるも

のである。 

支払遅延については，支出事務における進捗

状況の確認を徹底するなど，より適正な事務執

行に努めるとともに，出納課においては，より

適正な事務執行が図られるよう，各課等に周知

徹底等されたい。 

出納課 

３ 特記事項 

⑶ 支払遅延について 

差戻し後の処理確認について，出納課でも

財務会計システムの審査差戻画面で定期的

に状況確認を行っております。 

また，各課への周知については，毎月掲示

板で通知しております「歳入歳出予算等執行

統計の確認について」や，令和６年８月８日

に実施した庶務・会計実務研修，令和６年1

0月17日に実施した実務遂行能力発展講座に

おいて適正な事務処理を行うよう周知徹底

を図りました。 

引き続き，研修等において適正な事務処理

の周知徹底に努めます。 

総務部政策企画課 

１ 支払が遅延しているもの 

総務部政策企画課 

１ 支払が遅延しているもの 
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指摘事項 措置状況 

令和５年度市民意識調査用封筒に係る印刷製

本費の支出について，支払遅延となっていた事態

が見受けられた。 

本件は，印刷製本費の財務会計システム上の支

出命令に当たり，内容の不備により出納課から同

システム上で二度の差戻しがあったところ，二度

目の差戻しに気付かず，契約相手方から連絡を受

けるまで未処理のままとなり，支払期限から17日

支払遅延となったものである。 

支払時期については，政府契約の支払遅延防止

等に関する法律第14条の規定により準用する同

法第６条の規定によれば，工事代金を除く給付の

対価の支払は30日以内の日（約定期間）としなけ

ればならず，支払遅延となり契約相手方から債権

を放棄する意思表示がない限りは，同法第８条の

規定により計算した遅延利息の額（100円未満切

捨て）を支払うこととなる。 

結果として遅延利息は発生しなかったものの，

支払については，同法に基づき適正に行われた

い。 

指摘対象となっている支払遅延が生じた際，

再発防止に向けた対応策を職員全員にメール

で周知の上，当該対応策を継続実施するととも

に，毎月の執行統計資料において出納課が示し

ているマニュアルを確認しながら，再発防止に

取り組んでいます。 

また，上記のメールの内容を別紙のとおり課

内ルールとして整理し，改めて共有することに

より，更なる再発防止の徹底に取り組んでいま

す。 

総務部文化振興課 

１ 現金の出納に関する帳簿等の記載を適正にし

ていないもの 

現金出納簿・調定兼徴収簿，領収証書及び払込

書について，記載を適正にしていない事態が多数

見受けられた。 

会計規則第133条において帳簿等記載の原則が

定められており，帳簿等の記載については同条各

号によらなければならないとされている。 

また，現金の出納において証拠書類及び帳簿と

の照合を行うことは会計事務の基本であること

から，現金の出納に関する帳簿の記載等について

は，同規則や「日常業務のてびき」などに基づき

適正に行われたい。 

⑴ 現金出納簿・調定兼徴収簿の累計の残欄に

「０」を記載していないもの 

⑵ 現金出納簿・調定兼徴収簿の摘要欄に件数を

記載していないもの 

⑶ 現金出納簿・調定兼徴収簿の摘要欄の氏名を

総務部文化振興課 

１ 現金の出納に関する帳簿等の記載を適正に

していないもの 

指摘のあったものを含め，現金の出納に関す

るすべての帳簿等に適正な記載がなされてい

るか再度確認し，不適切な箇所については追

記・修正をいたしました。 

また，各帳簿に「日常業務のてびき」の現金

出納に関する部分の写しを添付し，帳簿等への

記載について必要事項を適正に記載し，決裁時

においても確認抜かりがないように課内で周

知徹底いたしました。 
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指摘事項 措置状況 

誤記しているもの 

⑷ 領収証書（控）に押印した領収印の日付が誤

っているもの 

⑸ 払込書の摘要欄に必要事項を記載していな

いもの（調定番号）（納入者名）（件数） 

総務部文化振興課 

２ 契約の競争性を確保すべきもの 

市民等要望処理表により意思決定した契約に

ついて，契約の競争性を確保することなく特命随

意契約により契約を締結している事態が見受け

られた。 

市民等要望処理表による事務処理方法等につ

いて定めている「高知市事務事業執行管理取扱方

針」によれば，市民の生命，財産等に多大な危険

や影響を及ぼす恐れのある「緊急を要する場合」

を除き，見積書の依頼・徴収については２者以上

とするとされている。 

本件市民等要望処理表についてみると，文化プ

ラザのリニューアルに伴い発生した一般廃棄物

の収集運搬処分業務について，「７月のホール開

館に間に合うよう早急に対応する」として令和５

年５月20日に特定の１者への見積徴収及び発注

の意思決定を行い，同月26日に契約しているが，

本件は同取扱方針で示す「緊急を要する場合」に

は該当せず，ホールの開館までに１か月以上の期

間があったことからも，複数の者から見積書を徴

する期間は十分にあったと認められる。 

市民等要望処理表により意思決定する契約に

ついては，特定の者と安易に特命随意契約により

契約を締結することなく，他者の実施可能性を十

分検証するなどして，競争性を確保されたい。 

総務部文化振興課 

２ 契約の競争性を確保すべきもの 

市民等要望処理表に基づき処理をする業務

について，事務事業執行管理取扱方針に基づ

き，安易に特命随意契約とすることなく，契約

の競争性確保のため，原則２者以上から見積書

を徴収するよう徹底いたしました。 

総務部文化振興課 

３ 施設の使用許可に係る事務手続が適正に行わ

れていないもの 

三里文化会館の使用許可に係る事務手続につ

いて，適正に行われていない事態が多数見受けら

れた。 

本件使用許可に係る受付事務は，委託先におい

て行われているものであるが，使用許可申請書に

総務部文化振興課 

３ 施設の使用許可に係る事務手続が適正に行

われていないもの 

使用許可申請書の記載事項について，委託先

に対し，記載抜かりがないよう確認することを

文書で指導いたしました。当課においても，受

付事務をした使用許可申請書の内容確認を徹

底するよう周知徹底いたしました。 
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指摘事項 措置状況 

ついて，必要事項（使用目的，使用人数，会費又

は入場料，ホールの使用箇所，附属設備の使用の

有無，使用料合計額）の一部を記載していないも

のや，減免理由の根拠規定が誤っているものが多

数見受けられ，所管課から委託先に適正な記載を

求める指導がなされていないものと認められる。 

施設の使用許可に係る事務手続については，使

用許可に係る可否，使用料，減免率などについて

適正な判断を行うためにも，使用許可申請書の記

載が遺漏なく行われるよう委託先に指導を行わ

れたい。 

総務部人事課 

１ 事務手続上の誤りが常態化しており改善を要

するもの 

契約事務の執行に当たり，事務手続上の誤りが

常態化しており改善を要する事態が見受けられ

た。 

本件は，前回（令和３年度）の定期監査におい

て，「予定価格の積算根拠を明確にしていないも

の」が見受けられたため，指導事項としていたに

もかかわらず，今回も同様の事態が見受けられて

おり，改善されていないものである。 

事務手続上の誤りが常態化しているものにつ

いては，速やかに改善されたい。 

総務部人事課 

１ 事務手続上の誤りが常態化しており改善を

要するもの 

この度の指摘を受けて，再発防止のために次

年度事務を遂行する際に参考にする引継ぎ内

容を含む前年度の関連文書及びマニュアルを

紙・電子それぞれの媒体で残し，適宜，修正や

必要なメモを加えていくことでその事務を遂

行する上での留意点を容易に認識できるよう

対処しました。 

また，この度の指摘を受けました根本的な原

因としては，事務担当者に適正な契約事務の知

識が不足していたことがありますので，今後は

この度の指摘に係る事務に限らず，各種契約事

務に当たる際には，関係する規程・マニュアル

等の事前確認を徹底してまいります。 

市民協働部スポーツ振興課 

１ 決裁を要する事務の執行を適正にしていない

もの 

学校体育施設照明施設使用料の減免の決定に

ついて，専決権者である課長の決裁を受けずに事

務を執行している事態が見受けられた。 

決裁を要する事務については，職務を執行する

に当たっての責任と権限である職務権限に基づ

いた決裁を受けるとともに，必要に応じて合議し

なければならないとされている。 

決裁を要する事務については，職務権限に基づ

き適正に行われたい。 

市民協働部スポーツ振興課 

１ 決裁を要する事務の執行を適正にしていな

いもの 

当該減免に係る事務執行については，課長の

決裁をもって意思決定し，減額及び免除の対応

をするように改めました。 

減免の意思決定に係る決裁欄を設け，減免の

決定を行っています。 
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指摘事項 措置状況 

市民協働部スポーツ振興課 

２ 現金の出納を適正にしていないもの 

学校体育施設照明施設使用料について，現金の

出納を適正にしていない事態が見受けられた。 

現地調査において保管現金を確認したところ，

学校照明施設利用券用の釣銭資金が会計管理者

釣銭現金管理簿の額より100円過大となっていた

ものである。 

現金の出納において証拠書類等との照合を行

うことは会計事務の基本であることから，現金の

出納については，適正に行われたい。 

市民協働部スポーツ振興課 

２ 現金の出納を適正にしていないもの 

令和５年９月15日の現地調査で指摘を受け

て直ちに確認したところ，前日に釣銭を100円

少なく渡していたことが判明したため，現地調

査当日中に対象者に返金しました。 

また，再発防止策として，日計で金種別管理

簿を作成し，終業後に職員２名で確認し，適正

管理しております。 

市民協働部スポーツ振興課 

３ 公共的団体に関する事務を適正にしていない

もの  

市に事務局を置く「高知市体育会」と「高知市

スポーツ少年団」について，「高知市体育会」が

行う補助金支出事務と「高知市スポーツ少年団」

が行う補助金請求事務を同一の担当者が行って

いる事態が見受けられた。 

「高知市が関与する公共的団体等に属する資

金の取扱事務の再点検の結果及び今後の取扱指

針」によれば，公共的団体が行う出納事務等につ

いては，実務上の双方代理や事務の渾然一体化を

回避する観点から，同一人による複数団体の事務

局併任について，事務分担の見直しを行うことと

されている。 

両団体については，同一人が事務を行わないよ

う速やかに措置するなど，公共的団体に関する事

務を適正に行われたい。 

市民協働部スポーツ振興課 

３ 公共的団体に関する事務を適正にしていな

いもの 

実務上の双方代理及び事務の渾然一体化を

回避するため，事務分担において，同一人物が

複数の団体の事務局を担うことがないように

体制を見直しました。 

令和６年度現在，事務局をそれぞれ別の職員

が担当しており，補助金の事務を担当する高知

市側の職員についても，別の職員を配置してお

ります。 

健康福祉部健康福祉総務課 

１ 予算執行決定書兼支出負担行為書の作成を適

正にしていないもの 

令和４年度価格高騰緊急支援給付金の支出に

当たり，予算執行決定書兼支出負担行為書に誤っ

た支払先内訳書を添付している事態が見受けら

れた。 

地方自治法第232条の３によれば，支出負担行

為とは，普通地方公共団体の支出の原因となるべ

き契約その他の行為として定められているもの

健康福祉部健康福祉総務課 

１ 予算執行決定書兼支出負担行為書の作成を

適正にしていないもの 

給付金給付事業については，国の経済対策に

基づき，令和５年度以降も給付単価や支給要件

等が変更されながら継続して実施しておりま

す。 

財務処理については令和５年度から決裁が

電子化され，予算執行決定兼支出負担行為書の

決裁においては，システム上に支給額の内訳書
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であり，予算執行決定書兼支出負担行為書は，予

算の執行決定を行うと同時に支出負担行為に関

する確認を行うための重要な書類であることか

ら，正確に作成しなければならない。 

予算執行決定書兼支出負担行為書の作成につ

いては，適正に行われたい。 

を添付し，支給決定決裁を関連文書として登録

する運用となっております。 

指摘を受け，予算執行決定兼支出負担行為書

の作成時及び決裁時の確認の際には，必要な支

給額の内訳書となっているか，支給決定の決裁

文書が登録されているか，また，それらを照ら

し合わせ，添付されている資料に基づく予算の

執行決定及び支出負担行為に関するものとな

っているかを確認することとしております。 

健康福祉部介護保険課 

１ 事務手続上の誤りが常態化しており改善を要

するもの 

現金出納事務の執行に当たり，事務手続上の誤

りが常態化しており改善を要する事態が見受け

られた。 

本件は，前回（令和３年度）の定期監査におい

て，「現金出納簿等の摘要欄に件数を適切に記載

していないもの」が見受けられたため，指導事項

としていたにもかかわらず，今回も同様の事態が

見受けられており，改善されていないものであ

る。 

事務手続上の誤りが常態化しているものにつ

いては，速やかに改善されたい。 

健康福祉部介護保険課 

１ 事務手続上の誤りが常態化しており改善を

要するもの 

指摘を受けて，臨戸徴収を行った際の現金出

納簿の摘要欄については，納入義務者に渡した

領収証書の枚数を件数として記載するように

改め，課内周知を行いました。 

今後は，「日常業務のてびき」や会計実務研

修資料等を十分に確認し，適正な事務執行を行

います。 

健康福祉部地域保健課 

１ 給与等に係る源泉徴収税額の算定を適正にし

ていないもの 

所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額に

ついて，算定を適正にしていない事態が見受けら

れた。 

源泉徴収税額の算定については，所得税法等に

基づき適正に行われたい。 

⑴ 講師謝金に係る源泉徴収税額について，税率

を10.21％として算定すべきところを，誤って1

0％で算定しているもの 

⑵ 委員報酬に係る源泉徴収税額について，給与

所得の源泉徴収税額表（日額表）を用いるべき

ところを，誤って源泉徴収税率を用いて算定し

ているもの 

なお，不足となっていた源泉徴収税額について

健康福祉部地域保健課 

１ 給与等に係る源泉徴収税額の算定を適正に

していないもの 

講師謝金，委員報酬等については，依頼先や

講師等の職種，依頼業務内容により適正な源泉

徴収税額が変動するため，まず研修等実施担当

者と支払担当者２名以上で，国税庁の「給与所

得の源泉徴収税額表」日額表，月額表，「タッ

クスアンサー」等資料により課税対象かどう

か，課税対象である場合は適正な源泉徴収税率

を確認することとします。 

その上で，研修等実施担当者が，実施決裁時

に添付する講師等への依頼文書（案）に報酬額

及び源泉徴収税額を明記し，さらに，支払担当

者が研修等の実施内容，依頼文書，振込先等の

再確認を行った上で支払処理を行うことによ
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は，７月に納付を受けている。 り，再発防止を徹底します。 

健康福祉部健康増進課 

１ 公印使用に係る審査及び照合を要する事務の

執行を適正にしていないもの 

例文決裁簿について，公印使用に係る審査欄に

押印することなく事務を執行している事態が多

数見受けられた。 

本件は，現地調査においてＮＨＫ受信料免除申

請書他２件に係る例文決裁簿を確認したところ，

現地調査日までの約１か月の期間にわたり公印

審査欄に押印がなかったものである。 

公印規則第10条第１項及び第２項によれば，公

印を押印しようとする者は，管守者又は取扱責任

者，そのどちらも不在の場合はこれらに準ずる者

に押印を必要とする文書等を提示した上で，審査

及び照合を受けなければならないとされており，

審査欄の確認印についてはその都度押印すべき

である。 

公印の使用は，当該文書を真正なものと認証す

ることを目的とするものであり，公印使用に係る

審査及び照合の手続は，不適正な事務処理を未然

に防止するものであることから，公印使用に係る

手続を軽視した事務が常態化している事態は，適

正とは認められない。 

公印使用に係る審査及び照合を要する事務に

ついては，同規則に基づき適正に行われたい。 

健康福祉部健康増進課 

１ 公印使用に係る審査及び照合を要する事務

の執行を適正にしていないもの 

今後は，課内で公印使用に関して適正な事務

処理ができるように，押印処理手順を改めて書

面で周知し徹底を図りました。具体的には，決

裁時の手続と同様に，公印欄についても，案件

ごとに審査及び照合に係る押印を行うように

改めました。 

健康福祉部障がい福祉課 

１ 決裁並びに公印使用に係る審査及び照合を要

する事務の執行を適正にしていないもの 

例文決裁簿について，専決権者である課長の決

裁を受けず，また，公印使用に係る審査及び照合

を受けることなく事務を執行している事態が多

数見受けられた。 

本件は，現地調査において，ＮＨＫ受信料半額

免除に係る例文決裁簿及び全額免除に係る例文

決裁簿の所属長の決裁欄及び公印審査欄に，現地

調査日までの約１か月の期間にわたり押印がな

かったことから確認したところ，後日まとめて決

裁等を行っているとのことであった。 

健康福祉部障がい福祉課 

１ 決裁並びに公印使用に係る審査及び照合を

要する事務の執行を適正にしていないもの 

今後は，適時・適正に所属長の決裁を受け，

公印の使用に係る審査を行うよう改善します。

決裁時に所属長が不在の場合は代決し，公印使

用時に公印管守者又は公印取扱責任者が不在

の場合は，これらに準ずる者が審査，照合を行

うこととします。 
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決裁を要する事務については，職務を執行する

に当たっての責任と権限である職務権限に基づ

いた決裁を受けるとともに，必要に応じて合議し

なければならず，また，公印規則第10条第１項及

び第２項によれば，公印を押印しようとする者

は，管守者又は取扱責任者，そのどちらも不在の

場合はこれらに準ずる者に押印を必要とする文

書等を提示した上で，審査及び照合を受けなけれ

ばならないとされている。 

決裁は，職務権限を持つ決裁権者が，起案文書

に記載された事案について，市の意思を決定する

重要な行為であり，また，公印の使用は，当該文

書を真正なものと認証することを目的とするも

のであり，公印使用に係る審査及び照合の手続

は，不適正な事務処理を未然に防止するものであ

ることから，それぞれの手続を軽視した事務が常

態化している事態は，適正とは認められない。 

決裁並びに公印使用に係る審査及び照合を要

する事務については，職務権限等に基づき適正に

行われたい。 

健康福祉部障がい福祉課 

２ 補助金の概算払の必要性がないと認められる

もの 

送迎車両安全装置導入事業費補助金の概算払

の決定に当たり，概算払請求書等の確認・検討が

十分ではなく，概算払の必要性がないと認められ

る事態が見受けられた。 

本件補助金は，子どもの安全を守るための万全

の対策を講じることなどを目的として，障害児通

所支援事業所等に対し，送迎車両への安全装置及

び取付費用に係る経費を全額国庫補助金により

補助するものであり，令和５年６月30日付けで補

助対象事業者から資金運営上等の理由により，経

費内訳１台当たり164,780円，計４台分659,120円

とする概算払請求書が提出され，同年７月26日に

全額を交付している。 

しかしながら，概算払請求書には，対象車両４

台のうち２台は所有しているものの，残りの２台

は今後購入予定であり，納車時期は未定であると

健康福祉部障がい福祉課 

２ 補助金の概算払の必要性がないと認められ

るもの 

安全装置及び取付費用に係る経費に対する

補助事業は令和５年度で終了しましたが，今後

は，物品の購入により補助対象事業を実施する

場合は，完了払を原則とすることを徹底し，概

算払請求書が提出された場合は，概算払を必要

とする理由のほか，年度内に事業が完了しなか

った場合や低額実施等が判明した場合等の交

付決定の一部取消や概算払済みの補助金の返

還請求を行う事態とならないか，より精査する

こととし，慎重に検討した上で交付するように

します。 
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記載されていた。その後，未納車両２台のうち１

台は８月に納車され，安全装置の取付けが完了し

ているが，残りの１台は令和６年１月末現在にお

いても納車されておらず，安全装置も取り付けら

れていない状況となっている。 

補助金は，補助目的及び補助対象経費に限定し

て交付されるもので，完了払による交付が原則で

あり，仮に全ての安全装置の取付けが年度内に完

了しなかった場合や低額実施等が判明した場合

には，交付決定の一部取消及び概算払済みの補助

金の返還請求を行う事態となるおそれがある。ま

た，本事業は国庫補助事業であり，前年度からの

繰越事業となっていることから，事業が未実施と

なった場合には再度翌年度への繰越手続はでき

ず，国庫補助金相当額の返還を求められることに

もなりかねない。 

これらのことから，本件は，概算払の決定に当

たり，概算払請求書等の確認・検討が十分ではな

く，概算払の必要性がないと認められるものであ

る。 

なお，所管課に確認したところ，令和６年１月

末現在において納車及び安全装置の取付けが完

了していなかった残りの１台について，令和６年

２月26日に補助対象事業者から取付完了したと

の報告を得たとのことであった。 

補助金の概算払の必要性については，より慎重

に検討し，交付されたい。 

健康福祉部声と点字の図書館 

１ 現金の出納事務を適正にしていないもの 

声と点字の図書館雑入について，現金の出納事

務を適正にしていない事態が見受けられた。 

本件雑入は，資料作成サービスに要するＣＤ－

Ｒや点字用紙等の実費分を利用者から徴してい

るものであるが，領収証書関係綴については出納

員である副館長１名分のみ交付を受けており，同

綴の未記入の領収証書等にあらかじめ副館長の

印を押した上で副館長を含む７名の出納員が交

代で使用していたものである。 

地方自治法第171条第３項によれば，出納員は，

健康福祉部声と点字の図書館 

１ 現金の出納事務を適正にしていないもの 

指摘を受けて令和５年11月から，出納員ごと

の領収証書関係綴等を整備し，現金収受の都

度，自己の領収証書へ押印するように改めまし

た。 
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会計管理者の命を受けて現金の出納の事務を司

る者であることから，自己の名と責任において現

金の出納を処理する必要があり，自己の領収証書

関係綴を持ち，自己の現金出納簿に記載し，それ

らを他人のものと混同することはできないとさ

れている。 

また，このような事態は，出納事務をした者を

事後に確認できなくなるだけでなく，未記入の領

収証書が悪用されるおそれもある。 

現金の出納事務については，同法等に基づき，

適正に行われたい。 

環境部環境保全課 

１ 調定等に関する事務手続を遺漏しているもの 

行政財産の目的外使用料の収入について，調定

等に関する事務手続を遺漏している事態が見受

けられた。 

本件目的外使用許可書についてみると，市有墓

地３か所の敷地内への電柱及び支線の設置につ

いて，令和３年４月１日付けで令和３年４月から

令和６年３月までの３年間の使用を許可してお

り，年度ごとの使用料（4,000円）については，

毎年度，５月末日を納期限としている。 

しかしながら，令和５年度分の使用料につい

て，年度当初に行うべき財務会計システムでの調

定決議処理及び納入の通知を遺漏していたもの

である。 

このような事態が生じていることは，収納すべ

き歳入が年度内に収納されないおそれがある。 

行政財産の目的外使用料の収入については，調

定等に関する事務手続を遺漏なく行われたい。 

環境部環境保全課 

１ 調定等に関する事務手続を遺漏しているも

の 

本件目的外使用許可に係る使用料について

は，相手方に事情を説明して納付書を送付し，

令和５年度中に収納を行いました。 

今後の対応策として，目的外使用許可証や前

年度収入実績との突合等を行うこととし，抜か

りがないように事務手続を行うように改めま

した。 

今後も，前述の事務手続を徹底し，適正に引

継ぎを行ってまいります。 

消防局総務課，総合指令課，警防課，救急課，予防

課，中央消防署，北消防署，東消防署，南消防署 

１ 決裁を要する事務の執行を適正にしていない

もの 

警防課長の出張に係る旅行命令について，決裁

区分の適用を誤ったため，消防局担当次長専決事

項であるものを消防局総務課長決裁としている

事態が見受けられた。 

決裁を要する事務については，職務を執行する

消防局総務課，総合指令課，警防課，救急課，予

防課，中央消防署，北消防署，東消防署，南消防

署 

１ 決裁を要する事務の執行を適正にしていな

いもの 

消防局内で実施しております総務事務担当

者会（年１回）で，旅行命令に限らず決裁区分

を職権限規程の別表及び消防局職務権限規程

に基づき実施するよう周知しておりましたが，
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に当たっての責任と権限である職務権限に基づ

いた決裁を受けるとともに，必要に応じて合議し

なければならないとされている。 

決裁を要する事務については，職務権限に基づ

き適正に行われたい。 

近年の総務事務担当者会の内容は，新規の内容

や質疑に対する回答としているため，決裁区分

について各所属の庶務担当者に再周知しまし

た。今後は適切に事務を執行いたします。 

消防局総務課，総合指令課，警防課，救急課，予防

課，中央消防署，北消防署，東消防署，南消防署 

２ 収納金の出納事務を適正にしていないもの 

現金で収納する中央消防署予備車庫棟会議室

空調料金について，出納事務を適正に行っていな

い事態が見受けられた。 

地方自治法第171条第３項の規定によれば，出

納員は，会計管理者の命を受けて現金の出納の事

務をつかさどるものとされていることから，自己

の領収証書関係綴を持ち，自己の現金出納簿に記

載し，それらを他人のものと混同することはでき

ず，自己の名と責任において処理する必要があ

る。 

また，歳入の調定は，会計規則第26条第１項に

よれば，収支命令者は市税及び税外諸収入金の収

納手続をするときは，徴収原簿又は調定兼徴収簿

等について所属年度，会計別，歳入科目，金額及

び納入義務者等に誤りがないかを調査し，誤りが

ないものについては，会計管理者に調定の通知を

しなければならないとされている。 

収納金の出納事務については，同法等に基づき

適正に行われたい。 

⑴ 現金出納簿を出納員ごとに作成していない

もの 

⑵ 払込書を出納員名で作成していないもの 

⑶ 調定兼徴収簿を作成していないもの 

⑷ 不要な調定決議処理を行っているもの 

消防局総務課，総合指令課，警防課，救急課，予

防課，中央消防署，北消防署，東消防署，南消防

署 

２ 収納金の出納事務を適正にしていないもの 

令和５年度定期監査における中央消防署予

備車庫棟会議室空調料金の出納事務に係る指

摘を令和５年11月に受け，直後の令和５年12

月から次のとおり出納事務を改めました。 

⑴ 出納員ごとに現金出納簿調定兼徴収簿を

備えました。 

⑵ 払込書は出納員名で作成することとしま

した。 

⑶ 現金出納簿調定兼徴収簿を備えました。 

⑷ 正規の調定決議処理である事後調定登録

を，出納課で実施いただいております。 

 

今後は，作業の根拠となる地方自治法，会計

規則及び出納課作成資料等を十分理解すると

ともに，業務の引継ぎを確実に行い，適正に事

務を執行いたします。 

 


